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（宛名ラベル貼付位置）

必ずご記入ください。

貴院名

都道府県番号・医療機関コード －

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

－ － （内線　　　　　）

連絡先 ＦＡＸ番号 － －

e-mail ＠

ご記入にあたり、公認会計士又は税理士に外部委託している場合に限りご記入ください。

公認会計士又は税理士　氏名

電話番号 市外局番 － － （内線　　　　　）

e-mail ＠

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

Ｈ医

連絡先

医 療 経 済 実 態 調 査

（病院調査票）

平成２５年

（提出期限　平成２５年７月３１日）

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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第１　基本データ

 １　貴院の開設者 （平成２５年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

１　国立（独立行政法人含む） 　　２　公立（地方独立行政法人含む） 　　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係

５　医療法人　　　　６　個人　　　７　その他の法人 ①

 ２　病床の状況 （平成２５年６月３０日現在）

一般病床 療養病床 精神科病床 結核病床 感染症病床 合　　計

許可病床数 ② 床 ③ 床 ④ 床 ⑤ 床 ⑥ 床 ⑦ 床

⑧ 床 ⑨ 床 ⑩ 床

 ３　処方の状況 （平成２５年６月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 ⑪ 回

処方料の算定（院内処方）の回数 ⑫ 回

 ４　直近の２事業年（度） （個人立以外の病院のみ記入してください。）

　平成２５年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

　平成２４年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ５　入院基本料等の状況

１　一般病棟入院基本料 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　１３対１　・　４　１５対１

　５　特別入院基本料　・　６　該当なし　・　７　病棟ごと
番
号

月
数

２　療養病棟入院基本料 　１　療養病棟入院基本料１　・　２　療養病棟入院基本料２　

　３　移行　・　４　特別入院基本料　・　５　該当なし
番
号

月
数

３　結核病棟入院基本料 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　１３対１　・　４　１５対１　・　５　１８対１

　６　２０対１　・　７　特別入院基本料　・　８　該当なし
番
号

月
数

４　精神病棟入院基本料 　１　１０対１　・　２　１３対１　・　３　１５対１　・　４　１８対１　・　５　２０対１

　６　特別入院基本料　・　７　該当なし
番
号

月
数

５　特定機能病院入院基本料 （一般病棟） 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　該当なし
番
号

月
数

（結核病棟） 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　１３対１　・　４　１５対１　・　５　該当なし
番
号

月
数

（精神病棟） 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　１３対１　・　４　１５対１　・　５　該当なし
番
号

月
数

６　専門病院入院基本料 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　１３対１　・　４　該当なし
番
号

月
数

７　障害者施設等入院基本料 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　１３対１　・　４　１５対１

　５　該当なし
番
号

月
数

８　特殊疾患病棟入院料 　１　特殊疾患病棟入院料１　・　２　特殊疾患病棟入院料２　・　３　該当なし
番
号

月
数

９　特定一般病棟入院料 　１　特定一般病棟入院料１　・　２　特定一般病棟入院料２　・　３　該当なし
番
号

月
数

 ６　消費税の経理方式 （該当する番号を記入してください。）

1.税込　 ２.税抜

※次頁以降で記入していただく金額等は、ここで選択した経理方式に従って記入してください。

※個人立の場合は、平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日まで及び平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１
日までの期間が直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。

平成 ～ 平成

（直近の２事業年（度）において、算定月数が最も多い入院基本料について該当する番号及び
２事業年（度）における算定月数を記入してください。）

平成 ～ 平成

（うち）介護療養
型医療施設分
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第２　損　　益

 Ⅰ　医業収益

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度））金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

 １　入院診療収益 （１）保険診療収益（患者負担含む） ①
　億 百万 　千 　円

⑩
　億 百万 　千 　円

（２）公害等診療収益 ② ⑪

（３）その他の診療収益 ③ ⑫

 ２　特別の療養環境収益 ⑦ ⑯

 ３　外来診療収益 （１）保険診療収益（患者負担含む） ④ ⑬

（２）公害等診療収益 ⑤ ⑭

（３）その他の診療収益 ⑥ ⑮

 ４　その他の医業収益 ⑧ ⑰

医業収益合計 ⑨ ⑱

 Ⅱ　介護収益

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度））金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

 １　施設サービス収益 ⑲
　億 百万 　千 　円

24
　億 百万 　千 　円

 ２　居宅サービス収益 20 25

（うち）短期入所療養介護分 21 26

 ３　その他の介護収益 22 27

介護収益合計 23 28

※ 病院として介護保険事業を実施していない場合は、記入の必要はありません。

 Ⅲ　その他の収益

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度））金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

 １　受取利息及び配当金 29
　億 百万 　千 　円

32
　億 百万 　千 　円

 ２　その他の収益 30 33

その他の収益合計 31 34

※ 補助金・負担金等による収益はこの欄ではなく、調査票3頁の「Ⅶ　補助金・負担金等」の欄に記入してください。

 Ⅳ　医業・介護費用

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度））金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

 １　材料費 （１）医薬品費 35
　億 百万 　千 　円

55
　億 百万 　千 　円

（２）診療材料費・医療消耗器具備品費 36 56

（３）歯科材料費 37 57

（４）給食用材料費 38 58

 ２　給与費 39 59

 ３　委託費 40 60

 ４　設備関係費 41 61

（うち）減価償却費 42 62

（うち）建物減価償却費 43 63

（うち）医療機器減価償却費 44 64

（うち）土地賃借料 45 65

 ５　経　費 46 66

（うち）福利厚生費のうち消費税非課税費用 47 67

（うち）医業貸倒損失 48 68

（うち）貸倒引当金繰入額 49 69

 ６　その他の医業・介護費用 50 70

（うち）研究費・研修費のうち消費税非課税費用 51 71

（うち）本部費配賦額のうち消費税非課税費用 52 72

医業・介護費用合計 53 73

医業・介護費用合計のうち消費税課税対象費用 54 74

 Ⅴ　その他の費用

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度））金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

 １　支払利息 75
　億 百万 　千 　円

79
　億 百万 　千 　円

 ２　その他の費用 76 ８０

77 ８１

その他の費用合計のうち消費税課税対象費用 ７８ ８２

 Ⅵ　特別損益

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度））金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

 １　特別利益 83
　億 百万 　千 　円

86
　億 百万 　千 　円

 ２　特別損失 ８４ ８７

特別損失のうち消費税課税対象費用 ８５ ８８

 Ⅶ　補助金・負担金等

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度））金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

 １　人件費補助 89
　億 百万 　千 　円

92
　億 百万 　千 　円

 ２　運営費補助 ９０ ９３

 ３　設備費補助 ９１ ９４

（「第３　給与」の 91 欄及び 97 欄の金額を記入してください。）

その他の費用合計
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 Ⅰ　給料・賞与

平成25年3月末までの事業年（度）

常　勤　職　員 （平成25年3月末までの事業年（度））

職　　　種 人　　員 給　　　料 賞　　　与

　病院長 1 人 15
　億 百万 　千 　円

29
　億 百万 　千 　円

　医   師 2 人 16 30

　歯科医師 3 人 17 31

　薬剤師 4 人 18 32

　看護職員 5 人 19 33

　看護補助職員 6 人 20 34

　医療技術員 7 人 21 35

　歯科衛生士 8 人 22 36

　歯科技工士 9 人 23 37

　事務職員 10 人 24 38

　技能労務員・労務員 11 人 25 39

　その他の職員 12 人 26 40

13 人 27 41

合　　　計 14 人 28 42

平成24年3月末までの事業年（度）

常　勤　職　員 （平成24年3月末までの事業年（度））

職　　　種 人　　員 給　　　料 賞　　　与

　病院長 43 人 57
　億 百万 　千 　円

71
　億 百万 　千 　円

　医   師 44 人 58 72

　歯科医師 45 人 59 73

　薬剤師 46 人 60 74

　看護職員 47 人 61 75

　看護補助職員 48 人 62 76

　医療技術員 49 人 63 77

　歯科衛生士 50 人 64 78

　歯科技工士 51 人 65 79

　事務職員 52 人 66 80

　技能労務員・労務員 53 人 67 81

　その他の職員 54 人 68 82

55 人 69 83

合　　　計 56 人 70 84

 Ⅱ　給与費等の内訳

   給与費内訳 平成25年3月末までの事業年（度） 平成24年3月末までの事業年（度）

非常勤職員給料 86
　億 百万 　千 　円

92
　億 百万 　千 　円

非常勤職員賞与支給額 87 93

→ 　退職給付引当金繰入額 88 94

→ 　退職金支払額 89 95

法定福利費 90 96

   給与費等の合計 91 97

※ 91 欄 ＝ 28 欄 ＋ 42 欄 ＋ 86 欄 ＋ 87 欄 ＋ ( 88 欄 又は 89 欄 ） ＋ 90 欄

※ 97 欄 ＝ 70 欄 ＋ 84 欄 ＋ 92 欄 ＋ 93 欄 ＋ ( 94 欄 又は 95 欄 ） ＋ 96 欄

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

第３　給　　与

あり

なし

退職給付引当金制度の有無  85
　（該当する項目に○を記入してくださ
い。）
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○

資　産　の　部

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度）） 金額  （平成24年3月末までの事業年（度））

 Ⅰ　流動資産 ①
　億 百万 　千 　円

⑤
　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　固定資産 ② ⑥

 Ⅲ　繰延資産 ③ ⑦

資　産　合　計 ④ ⑧

 負　債　の　部

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度）） 金額  （平成24年3月末までの事業年（度））

 Ⅳ　流動負債 ⑨
　億 百万 　千 　円

⑫
　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　固定負債 ⑩ ⑬

負　債　合　計 ⑪ ⑭

第４　資 産 ・ 負 債

個人立病院は平成２４年１２月３１日及び平成２３年１２月３１日現在、個人立以外の病院は平成２５年３月末までに終了した直近
の２事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
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第５　租税公課等

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

租税公課（※１） ①
　億 百万 　千 　円

⑤
　億 百万 　千 　円

控除対象外消費税額等　（※２） ② ⑥

損害保険料 ③ ⑦

寄付金 ④ ⑧

※１

※２ 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

法人税 ⑨
　億 百万 　千 　円

⑫
　億 百万 　千 　円

住民税 ⑩ ⑬

事業税 ⑪ ⑭

※ 個人立病院については記入の必要はありません。

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

通勤手当 ⑮
　億 百万 　千 　円

⑯
　億 百万 　千 　円

第６　設備投資額

科　　　目 金額 （平成25年3月末までの事業年（度）） 金額 （平成24年3月末までの事業年（度））

設備投資額 ⑰
　億 百万 　千 　円

26
　億 百万 　千 　円

（うち）建物（建物附属設備を含む） ⑱ 27

（うち）医療機器 ⑲ 28

（うち）リース分（※） 20 29

（うち）調剤用機器 21 30

（うち）リース分（※） 22 31

（うち）医療情報システム用機器 23 32

（うち）リース分（※） 24 33

設備投資額のうち消費税課税対象の投資額 25 34

※固定資産に計上しているもののみ記入してください。

租税公課等 

税金

通勤手当

設備投資額

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、登録免許税な
ど）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。
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